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○川崎市障害者施策審議会条例 

昭和46年12月24日条例第67号 

改正

平成６年３月30日条例第８号 

平成９年３月31日条例第２号 

平成16年10月14日条例第41号 

平成17年７月１日条例第43号 

平成23年10月７日条例第28号 

平成24年３月19日条例第11号 

平成25年３月22日条例第６号 

川崎市障害者施策審議会条例 

（趣旨） 

第１条 この条例は、障害者基本法（昭和45年法律第84号）第36条第３項の規定に基づき、川崎市

障害者施策審議会（以下「審議会」という。）の組織及び運営に関し必要な事項を定めるものと

する。 

（所掌事務） 

第２条 審議会の所掌事務は、次のとおりとする。 

(１) 障害者のための施策に関する基本的な計画の策定又は変更に関し意見を述べること。 

(２) 障害福祉サービスの提供体制の確保その他障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援

するための法律（平成17年法律第123号）に基づく業務の円滑な実施に関する計画の策定又は変

更に関し意見を述べること。 

(３) 障害者に関する施策の総合的かつ計画的な推進について必要な事項を調査審議し、及びそ

の施策の実施状況を監視すること。 

(４) 障害者に関する施策の推進について必要な関係行政機関相互の連絡調整を要する事項を調

査審議すること。 

（組織） 

第３条 審議会は、委員20人以内をもって組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱し、又は任命する。 

(１) 学識経験者 

(２) 障害者 
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(３) 障害者の自立及び社会参加に関する事業に従事する者 

(４) 関係行政機関の職員 

(５) 市職員 

３ 市長は、特別の事項を調査審議するため必要があると認めるときは、臨時委員を置くことがで

きる。 

（委員の任期） 

第４条 委員の任期は、２年とする。ただし、再任を妨げない。 

２ 補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

３ 臨時委員の任期は、特別の事項に関する調査審議が終了したときまでとする。 

（会長及び副会長） 

第５条 審議会に会長及び副会長各１人を置き、委員の互選により定める。 

２ 会長は、審議会を代表し、会務を総理する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、その職務を代理

する。 

（会議） 

第６条 審議会は、会長が招集し、その議長となる。 

２ 会議は、委員の半数以上が出席しなければ開くことができない。 

３ 議事は、出席委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。 

（専門部会） 

第７条 審議会は、必要に応じ専門部会を置くことができる。 

２ 専門部会に属すべき委員は、会長が審議会に諮って指名する。 

３ 専門部会に部会長１人を置き、当該専門部会に属する委員の互選により定める。 

４ 部会長は、当該専門部会の事務を掌理し、審議の経過及び結果を審議会に報告するものとする。 

５ 専門部会の会議については、前条の規定を準用する。 

（庶務） 

第８条 審議会の庶務は、健康福祉局において処理する。 

（委任） 

第９条 この条例に定めるもののほか、審議会の運営について必要な事項は、会長が審議会に諮っ

て定める。 

附 則
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この条例は、昭和47年４月１日から施行する。 

附 則（平成６年３月30日条例第８号） 

この条例の施行期日は、市長が定める。ただし、第１条の改正規定（「心身障害者対策基本法」

を「障害者基本法」に改める部分に限る。）は、公布の日から施行する。（市長が定める日＝平成

６年５月24日規則第34号で平成６年６月１日から施行） 

附 則（平成９年３月31日条例第２号抄） 

この条例は、平成９年４月１日から施行する。 

附 則（平成16年10月14日条例第41号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成17年７月１日条例第43号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成23年10月７日条例第28号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成24年３月19日条例第11号） 

（施行期日） 

１ この条例は、障害者基本法の一部を改正する法律（平成23年法律第90号）附則第１条第１号に

掲げる規定の施行の日又はこの条例の公布の日のいずれか遅い日から施行する。ただし、次項の

規定は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の日の前日において改正前の条例第３条第２項の規定により委嘱され、又は任

命された川崎市障害者施策推進協議会の委員である者の任期は、同条例第４条の規定にかかわら

ず、その日に満了する。 

附 則（平成25年３月22日条例第６号） 

この条例は、平成25年４月１日から施行する。


